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　本研究では、現在の新潟県の病院と高齢者施設における災害時の非常食・備蓄食の準備状況
をアンケート調査し考察した。
　調査は、2013（平成 25）年 5 〜 6 月、新潟県内の給食施設 395 施設（病院 128、高齢者施設
267）の管理栄養士に回答を依頼し、205 施設（病院 71、高齢者施設 134）から回答を得た（回
収率 51.9%）。その結果、災害時における危機管理マニュアルが 182 施設（88.8%）で整備され
ており、非常食・備蓄食は、201 施設（98.0%）とほとんどの施設で備蓄されていた。非常食・





る施設が多かった。飲料用として平均 2.4 ± 1.6 日分、1 人 1 日 1.8 ± 1.2ℓ となった。非常食・
備蓄食および水の保管は、86.1% が施設内に保管しており、更新方法としては、賞味期限内に
日常献立や避難訓練時に使用し、入れ替えていることがわかった。また、施設の厨房の熱源は「ガ






















































































　新潟県地域防災計画 4）は 2014（平成 26）年
























　2013（平成 25）年 5 月〜 6 月、新潟県内の






























　その結果、「100 床（人）以上 199 床以下」
が 91 施設（44.4%）と最も多く、次いで「100
床（人）未満」が 81 施設（39.5%）となり、平
均 142.0 ± 113.4 床（人）となった。施設ごと
にみても、病院、高齢者施設ともに、100 〜
199 床（人）が最も多く、病院は平均 226.0 ±











栄養士が 1 人いる施設が 134 施設（65.4%）と
最も多く、全体の平均は 1.6 ± 1.2 人となった。
栄養士及び調理員が施設側に所属していない施
設が、174 施設（84.9%）、128 施設（62.4%）と









た 67.5% が管理栄養士 1 人の高齢者施設であっ
たこと、また調理業務を委託している施設が多
かったことが要因と考えられる。調理業務の委











　問 2.（1）（2）に対する回答結果を表 2 に、









































量は、3 日分が 108 施設（53.7%）と最も多く、






















を 4 〜 5 日分に増量すべきとの意見が多く挙げ
られたと報告 9,10）されている。したがって、





域防災計画 4）では、できれば 1 週間分を備蓄
するよう推奨していることから、今後は保管場
所を確保しつつ、5 〜 7 日分程度の食品備蓄を
計画する施設が多くなってくると予想される。




























「主食 + 主菜 + 副菜」の組合せで食品を備蓄し
ている施設が 166 施設（82.6%）と最も多く、

































































































　備蓄量は、全体で飲料用として平均 2.4 ± 1.6
日分、1 人 1 日 1.8 ± 1.2ℓ となった。新潟県や
その他の都道府県、新潟市や他の政令指定市で
発表されている災害時の防災計画やガイドライ





















































































淡路大震災では翌日〜 1 週間程度、平均 5 日間
3,11,14）、中越地震で当日〜 3 日、地域によっては
5 日 8）、東日本大震災では 1 週間以内に 90% が
復旧 9）している。水道は阪神・淡路大震災で
1 週間〜 2 か月 11）、中越地震で 1 週間 8,15）、東
日本大震災で 2 週間 7）、ガスはいずれの震災
でも最も時間がかかっており、2 週間〜 3 か月
16）、中越地震で 1 か月以上 15）、東日本大震災で
3 週間以上 9）となった。
（6）食品以外の備蓄用品
　問 8 の回答結果を表 9 に示した。






























53.7% は、地域防災計画に沿った 3 日分の非常
食・備蓄食が準備されていることが明らかにな








































































Study pertaining to the preparation status of disaster-emergency/stocked food 
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  Our study involved the distribution of a questionnaire survey designed to assess the preparation status of 
disaster-emergency/stocked food inventories at the current hospitals and elderly care facilities in Niigata 
Prefecture. 
  The survey was conducted during the period from May through June 2013, and 205 responses (71 
hospitals and 134 elderly care facilities) were obtained (the recovery of 51.9%). The result revealed that 
182 facilities (88.8%) had compiled crisis-management manuals in preparation for disasters; moreover, 
201 facilities (98.0%), or nearly all the participating facilities, had prepared emergency/stocked food 
supplies. Most of the facilities had stocks of food sufficient for three days, with the average amount 
being sufficient for 2.4±0.9 days. Water was divided into two categories for storage: one for drinking and 
the other for cooking. The average amount of stocked drinking water was sufficient for 2.4±1.6 days, 
or 1.8±1.2ℓ per person per day. Furthermore, 78.5% of all the participating facilities used multiple heat 
sources such as “gas + electricity” or “gas + electricity + steam.” 
  The above results show that the preparation status of food/water storage has been established based 
on the regional disaster prevention plan of Niigata prefecture. It has also been revealed that 8.3% of the 
participating facilities are discussing the review of their crisis-management manuals. 
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